
 
 

 
 

エネルギーの面的利用の促進について 
出典：経済産業省ホームページ 報告書 平成 17 年 6 月 

（http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g50519a02j.pdf ）より抜粋 

 
 

京都議定書目標達成計画においては，エネルギー起源
二酸化炭素対策の基本的考え方として，“面的な広がりを
持った視点からエネルギー需給構造を捉え直し，我が国
のエネルギー需給構造そのものを省CO2 型に変えてい
く”ことの必要性が説かれている。こうした中，エネル
ギー需要密度の高い都市部において，個別の建物に止ま
らない「エネルギーの面的利用の促進」により，都市の
エネルギー環境を改善し「省CO2 型の地域作りを促進」
していくことは重要である。 

１．エネルギー面的利用の形態 

エネルギーの面的利用には，地域特性，施設・建物の形
態及びエネルギーの供給・使用形態により多様なシステム
が考えられる。（表１参照） 

熱供給事業法の認可を受けて事業が実施される「熱供給
事業型」に加えて，着実に省 CO2 型の都市作りを推し進
める観点からは，中小規模の「集中プラント型」，「建物間
融通型」についても，地方自治体，エネルギー供給事業者，
地域開発関係者等の協力により，今後，更なる導入促進が
図られることが期待される。 
２．エネルギー面的利用の効果 

エネルギーの面的利用は多種多様な形態が存在する中，
一定の条件の下で，一般的なエネルギーの面的利用効果の
試算例によれば，規模の集約等による効率性向上等によ
り，表２のとおり約 12％の省エネルギー効果が期待され
る。地域の未利用エネルギーの活用やその他の工夫によ

り，効率性の高い既存事例については，30～50%程度の省
エネルギー効果が得られている事例も存在する。 

また，導入システムの特性によっては，省エネルギー効
果に加えて，表３のとおり都市環境への貢献，都市機能の
充実等の効果が期待される。 
３．エネルギーの面的利用の導入ポテンシャル 

東京都，大阪府をはじめとした合計９都府県において，
エネルギーの面的な利用によりエネルギー効率が向上す
る可能性がある熱需要の集約地域の抽出を行ったところ，
表４のとおり， 3,224 地区（43,522ha）が抽出され潜在
的ポテンシャルは高いことが明らかになった。今後，こう
した地域においてエネルギーの面的利用の検討が進めら
れることが期待される。 
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表２ エネルギーの面的利用の省エネルギー効果の試算例 

 
表３ 省エネルギー効果以外に期待される効果 

 

表４ 熱需要集約地域の抽出結果について 
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表１ エネルギー面的利用の類型 

 
 

 
 


